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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第３四半期連結
累計期間

第64期
第３四半期連結
累計期間

第63期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （千円） 47,670,507 51,460,793 71,873,662

経常利益 （千円） 1,550,299 2,024,338 3,033,303

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 934,611 1,203,411 1,898,554

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,322,068 1,688,234 2,365,719

純資産額 （千円） 20,770,391 23,090,427 21,814,042

総資産額 （千円） 41,583,453 44,238,711 46,104,774

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 110.37 142.12 224.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.54 48.52 44.12

 

回次
第63期

第３四半期連結
会計期間

第64期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 47.07 42.82

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府による経済政策および日銀による金融緩和により、企業収

益や雇用・所得環境の改善が見られ、個人消費も緩やかな回復基調となってきております。一方、海外では依然とし

て米国政権の政策動向、中東・東アジア地域での地政学的リスク等の要因による不安定な国際情勢が不透明な状況で

推移しております。

　当社グループの属する卸売業界および建設業界においては、東京五輪に向けたインフラ整備等の需要の盛り上がり

や大都市圏における再開発事業等が景気押し上げの要因となり、緩やかな持ち直しが持続しております。その反面、

建設技能労働者の慢性的な不足による労務単価の上昇により、今後の人材確保が長期的な業界の課題となってきてお

ります。

　このような経済環境の下、当社グループは、引き続き首都圏を中心にエリア拡大、販売力強化、環境ビジネス、ソ

リューション営業に向けた取り組みを推進してまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における連結成績は、売上高514億60百万円（前年同四半期比8.0％増）、経

常利益20億24百万円（前年同四半期比30.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、12億３百万円（前年同四

半期比28.8％増）となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（電設資材）

　空調機器や一般電材商材については前年並みに推移しました。太陽光発電関連商材の販売の落ち込みはありました

が、首都圏および関係会社の売上が増加し前期を上回る売上高となりました。この結果、売上高は243億８百万円

（前年同四半期比7.4％増）となりました。

（産業システム）

　機器制御は、機械装置、医療機器、建設資材関連企業を中心に主力製品の販売や設備更新需要が堅調に推移し、前

期を上回る売上高となりました。情報システムは、文教向けＩＣＴ機器更新案件が伸長し、前期を上回る売上高とな

りました。設備システムは、進行中の大型案件が来期以降完工予定となったため、前期を下回る売上高となりまし

た。この結果、売上高は92億24百万円（前年同四半期比13.4％減）となりました。

（施工）

　建設資材工事は、栃木県内および首都圏を中心とした大型工事案件や茨城県内の工事案件が好調に推移し、前期を

上回る売上高となりました。総合建築工事は、年末に完工案件が集中したことなどから前期を上回るとともに、太陽

光発電設備の直需工事が順調に進捗したことから、前期を大幅に上回る売上高となりました。コンクリート圧送工事

については、受注が順調に推移し前期を上回る売上高となりました。この結果、売上高は133億16百万円（前年同四

半期比30.1％増）となりました。

（土木建設機械）

　土木建設機械は、新車販売は排ガス規制による駆込み受注や砕石業者向け大型機械が好調に推移し、前期を上回る

売上高となりました。メンテナンスサービスは小幅ながら前期を上回りました。レンタル事業は依然として単価競争

が激しく前期を下回る売上高となりました。この結果、売上高は42億85百万円（前年同四半期比12.3％増）となりま

した。

（再生可能エネルギー発電）

　栃木県内４ヶ所のメガソーラー発電施設、栃木県屋根貸し事業の４ヶ所の発電施設および支店・営業所の５ヶ所の

発電施設の売電収入は前期を若干上回りました。この結果、売上高は３億24百万円（前年同四半期比0.4％増）とな

りました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期
間末現在発行(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,010,000 10,010,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

　単元株式数　　　100株

計 10,010,000 10,010,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
　－ 10,010,000 　－ 1,883,650 　－ 2,065,090

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 1,542,200
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,466,100 84,661 同上

単元未満株式 普通株式    1,700 － 同上

発行済株式総数 10,010,000 － －

総株主の議決権 － 84,661 －

（注）１.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

２. 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

藤井産業株式会社
栃木県宇都宮市

平出工業団地41－３
1,542,200 － 1,542,200 15.40

計 － 1,542,200 － 1,542,200 15.40

（注）当第３四半期会計期間末日現在の「自己株式等」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,813,568 10,546,370

受取手形及び売掛金 22,124,966 ※ 18,763,982

商品 1,933,348 2,723,427

未成工事支出金 611,369 1,227,235

原材料及び貯蔵品 1,541 950

その他 559,531 580,897

貸倒引当金 △140,893 △119,013

流動資産合計 35,903,433 33,723,850

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,561,036 1,557,792

土地 2,911,797 2,911,797

その他（純額） 1,916,133 1,721,078

有形固定資産合計 6,388,966 6,190,668

無形固定資産 70,414 53,324

投資その他の資産   

投資有価証券 2,802,613 3,413,275

その他 1,079,969 989,403

貸倒引当金 △140,624 △131,811

投資その他の資産合計 3,741,959 4,270,868

固定資産合計 10,201,340 10,514,860

資産合計 46,104,774 44,238,711
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,491,256 ※ 14,381,087

短期借入金 2,660,000 2,870,000

未払法人税等 400,087 256,910

賞与引当金 798,250 397,886

役員賞与引当金 105,900 81,280

その他 1,225,782 1,418,986

流動負債合計 22,681,276 19,406,151

固定負債   

役員退職慰労引当金 272,635 240,404

退職給付に係る負債 927,936 967,971

その他 408,882 533,755

固定負債合計 1,609,455 1,742,132

負債合計 24,290,731 21,148,283

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,883,650 1,883,650

資本剰余金 2,065,090 2,065,090

利益剰余金 16,660,987 17,483,349

自己株式 △948,414 △948,414

株主資本合計 19,661,313 20,483,675

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 693,204 992,240

退職給付に係る調整累計額 △13,722 △12,368

その他の包括利益累計額合計 679,482 979,871

非支配株主持分 1,473,246 1,626,880

純資産合計 21,814,042 23,090,427

負債純資産合計 46,104,774 44,238,711
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 47,670,507 51,460,793

売上原価 40,583,601 43,654,367

売上総利益 7,086,905 7,806,426

販売費及び一般管理費 5,898,572 6,162,486

営業利益 1,188,333 1,643,939

営業外収益   

受取利息 3,454 3,259

受取配当金 46,701 52,637

仕入割引 213,011 217,517

受取賃貸料 38,054 37,352

持分法による投資利益 19,088 22,327

貸倒引当金戻入額 22,524 26,116

その他 70,804 69,853

営業外収益合計 413,638 429,063

営業外費用   

支払利息 6,357 6,539

売上割引 16,087 17,788

賃貸費用 13,596 13,511

その他 15,631 10,824

営業外費用合計 51,673 48,664

経常利益 1,550,299 2,024,338

税金等調整前四半期純利益 1,550,299 2,024,338

法人税等 549,365 728,247

四半期純利益 1,000,933 1,296,091

非支配株主に帰属する四半期純利益 66,322 92,680

親会社株主に帰属する四半期純利益 934,611 1,203,411
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 1,000,933 1,296,091

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 311,018 374,184

退職給付に係る調整額 △243 1,353

持分法適用会社に対する持分相当額 10,360 16,604

その他の包括利益合計 321,134 392,142

四半期包括利益 1,322,068 1,688,234

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,198,817 1,503,800

非支配株主に係る四半期包括利益 123,250 184,433
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　※　当第３四半期連結会計期間末日満期手形

　当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でありますが、期末日満期手形については満期日に決済

が行われたものとして処理しております。なお、債務引受一括決済取引により当社グループに対する債権者よ

り株式会社足利銀行に譲渡された債権（当社グループの買掛金）についても、期日に決済が行われたものとし

て処理しております。これにより、当第３四半期連結会計期間末残高から除かれている金額は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形及び売掛金 －千円 333,380千円

支払手形及び買掛金 － 27,074
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 318,856千円 297,331千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 321,776 38 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月14日

取締役会
普通株式 127,017 15 平成28年９月30日 平成28年11月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 254,033 30 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

平成29年11月13日

取締役会
普通株式 127,017 15 平成29年９月30日 平成29年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 電設資材 産業システム 施工 土木建設機械
再生可能エネ
ルギー発電

合計

売上高       

外部顧客への売上高 22,634,973 10,655,417 10,238,890 3,818,115 323,111 47,670,507

セグメント間の内部
売上高又は振替高

31,804 19,574 4,226 1,585 － 57,191

計 22,666,777 10,674,991 10,243,116 3,819,701 323,111 47,727,698

セグメント利益 384,667 479,363 332,350 220,259 150,053 1,566,695

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,566,695

持分法による投資利益 19,088

配賦不能全社損益（注） △36,969

その他の調整額 1,485

四半期連結損益計算書の経常利益 1,550,299

（注）配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外損益で

あります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 電設資材 産業システム 施工 土木建設機械
再生可能エネ
ルギー発電

合計

売上高       

外部顧客への売上高 24,308,790 9,224,611 13,316,928 4,285,931 324,532 51,460,793

セグメント間の内部
売上高又は振替高

25,759 30,528 2,551 213 － 59,053

計 24,334,549 9,255,139 13,319,479 4,286,145 324,532 51,519,847

セグメント利益 426,024 330,926 814,381 317,872 150,622 2,039,826

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,039,826

持分法による投資利益 22,327

配賦不能全社損益（注） △40,168

その他の調整額 2,353

四半期連結損益計算書の経常利益 2,024,338

（注）配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外損益で

あります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 110円37銭 142円12銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 934,611 1,203,411

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
934,611 1,203,411

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,467 8,467

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成29年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………127,017千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年11月30日

　　（注）　平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

EDINET提出書類

藤井産業株式会社(E02747)

四半期報告書

15/17



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

藤井産業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　正伸　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松浦　竜人　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤井産業株式

会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２９年１０月

１日から平成２９年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤井産業株式会社及び連結子会社の平成２９年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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